
 

 教 部 第  9 5  号  

令和８年（2026 年）６月 16 日   

  

 

札幌市を除く各市町村教育委員会教育長 様 

 

北海道教育庁学校教育監 伊 賀 治 康  

 

   部活動の移動手段に係る当面の取扱いについて（通知） 

 このことについて、別添のとおり各道立学校長あて通知しましたので、お知らせします。 

 貴職におかれましては、道立学校の取扱いを参考にしていただき、中学校における部活動や地

域クラブにおける移動の安全確保に万全を期していただくよう、よろしくお願いします。 

 なお、現在、文部科学省と国土交通省において、部活動を含む校外活動時における移動の安全

確保対策が検討されており、今後示される国の安全対策に応じ、道教委の取扱いも見直しを検討

することがありますので、御承知願います。 

 

（学校教育局部活動改革推進課）  
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 教 部 第  9 5  号   

令和８年（2026 年）６月 16 日   

 

各道立学校長 様 

 

学校教育監   

 

   部活動の移動手段に係る当面の取扱いについて（通知） 

 このことについて、別添のとおり取り扱うこととしましたので、通知します。 

 貴職におかれては、本取扱いに基づき、部活動における移動の安全確保に万全を期すよ

う、お願いします。 

 なお、現在、文部科学省と国土交通省において、部活動を含む校外活動時における移動

の安全確保対策が検討されており、今後示される国の安全対策に応じ、本取扱いの見直し

を検討することがありますので、御承知願います。 

 

（学校教育局部活動改革推進課）  



部活動の移動手段に係る当面の取扱いについて 

 

１ 考え方  

・生徒の自主的、自発的な参加により行われる部活動については、生徒をスポーツや文化、科学等に

親しませ、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等、学校教育が目指す資質・能力の育成に資する

ものであり、学校管理下の活動として、学校や地域の実態に応じ、地域の人々の協力、各種団体との

連携などの運営上の工夫を行うなど、持続可能な運営体制を整えることが重要です。 

・一方、大会参加などの遠征においては、現地への移動に際し、生徒の安全確保が何より重要であり、

事故防止等に万全の措置が必要となります。 

・道教委では、平成 21 年に発出した通知により、部活動の遠征等に自校の生徒を引率する場合は、

公共交通機関や営業自動車の利用が原則であることや、やむを得ず自家用車の公用使用による生徒引

率を認める際の基準を示し、これまで、当該通知に基づく取扱いを続けてきましたが、少子化や地域

における公共交通機関の利便性の低下、バスの運転手不足など、広域な北海道における現在の状況を

鑑みると、生徒の活動機会の保障のためには、部活動における移動手段の選択肢を広げることが適当

と判断しました。 

 ・以下の取扱いは、何よりも生徒の安全確保が最優先であるという前提に立ち、保護者や地域の方の

御理解・御協力を得ながら生徒の活動機会を確保するための当面の取扱いを定めるものです。 

・今後、国の方針や、道教委が取りまとめ中の「部活動の移動手段についての実態調査」の最終結果

を踏まえ、さらなる対応策を検討していきますが、当面は、本取扱いに基づき、部活動における移動

の安全確保に万全を期すよう、お願いします。 

 

２ 当面の取扱い 

（１）部活動における移動に当たり、校長は、顧問が作成する遠征等の実施計画書などにより、あらか

じめ日程や移動手段等の内容を把握の上、遠征等の必要性を適切に判断するとともに、顧問等を通じ

て保護者にもその内容を周知し、同意を得ること。 

（２）部活動の遠征等のため教員（部活動指導員を含む。以下同じ。）が生徒を引率する場合は、徒歩に

よる場合を除き、公共交通機関又は営業自動車（タクシー、ハイヤー、貸切バス）の利用が原則であ

ること。 

（３）公共交通機関の利用が極めて不便であり、移動が煩雑かつ長時間に及ぶため、引率教員及び生徒

に過度の負担が掛かる若しくは宿泊を要することとなる場合や、営業自動車の利用が極めて困難な場

所に学校が位置する場合、又は公共交通機関や営業自動車を利用することで保護者の経済的負担が過

大なものとなることが認められる場合は、以下の方法によることができる。 

ア 地元の自治体や宿泊施設等（以下「協力団体」という。）の車両の運行による送迎の協力を得ら

れる場合、校長は、協力団体に対し、適法な運行や安全確保に十分留意いただくよう、事前に依

頼の上、送迎の協力を受けること（参考様式１）。 

イ 校長の承認を受け、教員の自家用車の公用使用により生徒を引率すること。 

ウ 自家用車では生徒や必要な物品を輸送しきれない場合、保護者からの依頼に基づき、校長の承

認を受け、学校が借り上げたレンタカー又は保護者会等の関係団体から借り受けた車両（以下「レ

ンタカー等」という。）を利用すること。ただし、顧問から提出された「レンタカー等使用承認願」

（別紙様式）により「レンタカー等の利用基準」（別記）を満たすことを校長が確認できる場合に

限ることとし、レンタカー等の利用を奨励するものではないことに留意すること。 

 



別記 

レンタカー等の利用基準 

 

（１）公共交通機関や営業自動車（タクシー、ハイヤー、貸切バス）の利用による移動が困難であること 

（２）地元の自治体や宿泊施設等から車両の運行による送迎の協力を得られないこと 

（３）自家用車では生徒や必要な物品を輸送しきれないなど、自家用車の公用使用では対応できないこと 

（４）車両に同乗する全ての生徒の保護者から同乗依頼書の提出を受けていること（参考様式２） 

（５）事故発生時等の緊急時における連絡体制、対応方法等について、事前に保護者等関係者間で共有

していること 

（６）レンタカーは、適法な事業許可を受けた事業者から車両を借り受けることとし、可能な限りドラ

イブレコーダーやバックモニター等の安全装備を備えた車両を選択すること 

（７）レンタカーの契約は学校又は部活動等の団体名義で行うこととし、教員個人が料金を負担するこ

とのないよう、経費を負担する会計の規程等に基づいて適切に会計処理を行うこと 

（８）レンタカー等について、自動車損害賠償補償法による責任保険及び任意保険として、対人賠償無

制限、対物賠償 500 万円以上、1,000 万円以上の搭乗者傷害保険の契約が締結されていること 

（９）保護者会等の関係団体から車両を借り受ける場合は、安全な走行に支障がないか、自動車検査証

や点検整備、安全装備の状況、保険の加入状況やその内容を事前に確認の上、書面で車両の貸与契

約を取り交わすこと（参考様式３） 

（10）レンタカー等の運転は、実際に借り受ける車両と同種の車両の運転経験があるなど、運転に適し

た者が行うこととし、当該車両の運転に必要な運転免許を有していることを確認すること 

（11）教員以外の者がレンタカー等を運転する場合は、当該車両に必ず教員が同乗すること 

（12）運転者に対し、燃料費や高速道路料金などの実費を除き、運転の対価としての金銭の支払いを行

ってはならないこと 

（13）運転者は、以下に該当する場合はレンタカー等を運転してはならないこと 

ア 運転経験が２年に満たない又は運転技術に習熟していないと認められる場合 

イ 過去１年間において、道路交通法に違反して運転免許の取消し若しくは停止の処分を受け、又

はその責に属する交通事故を起こし、若しくは自動車の運転に関し罰金刑に処せられている場合 

  ウ 健康状態が過労、病気その他正常な運転に適さないと認められる場合 

  エ １人につき１日の走行距離が概ね 250 キロメートル、運転時間が５時間を越える場合 

  オ 運転が深夜に及ぶことがあらかじめ予想される場合 

  カ 気象条件、道路条件が悪く、運転に危険が伴う場合 

  キ 運転前の状態を第三者が目視等（顔色、呼気の臭い、応答の声の調子等）及びアルコール検知

器を用いて確認し、酒気を帯びていることが確認された場合 

（14）運転者は、レンタカー等の運行に当たっては、以下の点に留意すること 

ア 交通法規を遵守し、安全運転に努めること 

イ 同乗者全員のシートベルトの着用を徹底すること 

  ウ 乗車前に使用する車両の整備状況などを確認すること 

  エ 運転が遠距離・長時間に及ぶ場合は、適宜休憩時間を確保し、心身の状態が優れない場合は運

転を避けること 

  オ 万が一の事故に備え、同乗する生徒の血液型、緊急時の保護者への連絡先の確認等の対策を講

ずることとし、事故発生の際は、直ちに運転を停止して負傷者の救護、警察への報告等必要な措

置を講ずるとともに、直ちに学校長に報告すること。 



別紙様式 

レンタカー等使用承認願 

年  月  日 

○○○○○○学校長 様 

 

申請者（顧問）職・氏名              

 

 部活動の遠征等に際し、令和８年○月○日付け教部第○○号に定める「レンタカー等の利用基

準」（以下「基準」という。）に該当するため、実施計画書及び保護者からの同乗依頼書ほか関係

書類を添えて以下のとおりレンタカー等の使用を申請します。 

あわせて、基準を遵守し、以下について相違ないことを申し立てます。 

（※ 該当の項目にチェック） 

 □ 事故発生時の緊急時における連絡体制、対応方法等について、事前に保護者等関係者間で 

共有している 

 □ 運転者は、過去１年間、運転免許の取消若しくは停止の処分を受けておらず、又は自身の 

責に属する交通事故を起こしておらず、若しくは自動車の運転に関し罰金刑に処せられてい 

ない 

 

申請の内容 

１ 用務 

                （主催者：                 ） 

２ 用務の期間        年  月  日  時  分から   年  月  日  時  分まで 

３ 用務先 

４ 引率生徒数  計    名（内訳 年生 名、 年生 名、 年生 名、 年生 名） 

５ 公共交通機関や営業自動車の利用が困難な理由（いずれかをチェック） 

   □ 公共交通機関の利用が極めて不便 

□ 公共交通機関や営業自動車の利用により保護者の経済的負担が増加 

□ その他（※ 理由を記載                          ） 

６ 車両の区分及び車種（いずれかをチェック） 

□ レンタカー（事業者：                          ） 

□ 借受車両 （借受先：                          ） 

車 種（                 （    人乗り）） 

７ 車両の運転者とその者が運転する理由（該当の項目にチェック） 

   □ 申請者本人 

   □ 上記以外（氏名：＿＿＿＿＿＿＿＿ 部活動との関係：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ） 

  運転する理由 □ 同種の車両の運転経験がある 

         □ 同種の車両を用いた安全運転研修を受けている 

         □ その他（※ 理由を記載                     ） 

８ 運転者以外の教員の同乗（いずれかをチェック） 

   □有（職・氏名：          ） ・ □ 無 

８ 関係書類  別添のとおり 

【所属長確認欄】 □実施計画書 □保護者からの同乗依頼書 □運転免許証 □車検証  

□自賠責及び任意保険 □レンタカー等の契約内容 

□その他（                  ）             

 

承認 ・ 不承認 （   年  月  日）     

 



【参考様式１】（協力団体への安全確保措置の依頼） 

 

○○○○ 様 

 

 日頃より本校の学校教育活動に対して多大なる御理解と御協力を賜り、お礼申し上げま

す。 

また、この度は、本校の＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿に際し、車両運行の御協力をいた

だけることに対しまして、重ねて感謝申し上げます。 

本校では、部活動の遠征時の生徒引率に際し、別添のとおり車両及び運転手の安全確保対

策を講じております。○○○○様におかれましては、日頃から車両の安全な運行には万全を

期しているものと存じておりますが、生徒の安全・安心な校外活動の実施に向けて、可能な

限りの措置を講じていただくことについて、改めてお願い申し上げます。 

 

年 月 日 

 

○○○○学校長 ○ ○ ○ ○  

 

（※「レンタカー等の利用基準」を添付して施行） 

 

 

【参考様式２】（保護者からの同乗依頼書） 

 

レンタカー等への同乗依頼書 

 

年  月  日  

 

生徒氏名  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

保護者氏名 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

○○○○学校長 様 

 

○年○月○日から○年○月○日までにかけて実施される＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

に際し、移動行程や移動手段などの内容を確認しましたので、これを承諾し、上記生徒の

使用車両への同乗を依頼します。 

 

 



【参考様式３】（保護者会所有車両の貸与契約書） 

 

車両無償貸与契約書 

貸主（以下「甲」という。）と借主（以下「乙」という。）は、以下のとおり車両の無償貸

与契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

第１条（貸与車両） 

甲は、以下の車両（以下「本車両」という。）を乙に無償で貸与する。 

車名： 

車台番号： 

登録番号： 

初年度登録： 

第２条（貸与目的） 

本車両は、乙が実施する部活動の遠征等のために使用するものとする。 

第３条（貸与期間） 

貸与期間は、令和 年 月 日から令和 年 月 日までとする。 

ただし、甲乙協議の上、期間を延長することができる。 

第４条（管理責任） 

（１）貸与期間中における本車両の保管・日常点検・清掃は、乙の責任で行う。 

（２）本車両の法定点検・車検等の整備は、甲の責任で実施する。 

（３）乙は、本車両を善良な管理者の注意をもって使用する。 

第５条（運転者） 

本車両の運転は、乙が適切と認め、かつ必要な運転免許を有する者が行う。 

第６条（保険） 

（１）本車両に係る自動車保険（自賠責・任意保険）は、甲が契約する。 

（２）乙は、運転者が保険の補償対象となるよう、甲と協議の上、必要な手続を行う。 

（３）事故発生時の保険適用後の不足分については、甲乙協議の上、負担を定める。 

第７条（事故発生時の対応） 

事故が発生した場合、乙は、速やかに甲へ報告し、警察への届出及び保険会社への連絡を

行う。 

第８条（禁止事項） 

乙は、以下の行為をしてはならない。 

（１）本車両を貸与目的以外に使用すること 

（２）本車両を第三者に転貸すること 

（３）運転者に無免許運転等の法令違反をさせること 

第９条（契約の解除） 



甲又は乙は、相手方が本契約に違反した場合、契約を解除することができる。 

第 10 条（協議事項） 

本契約に定めのない事項については、甲乙協議の上、決定する。 

 

令和 年 月 日 

 

甲（貸主）                 

                     ○○学校○○部保護者会        

         会長 ○ ○ ○ ○   印  

 

乙（借主）  

北海道○○○○学校 

校長 ○ ○ ○ ○   印  



部活動の移動手段に係る当面の取扱いに関するＱ＆Ａ 

項　　　　　　　目 掲載頁

１　考え方

Ｑ１ なぜ、当面の取扱いを定めたのか。 １

Ｑ２ 平成21年に発出された通知によると、部活動で自校の生徒を引率する １

場合は、徒歩による場合を除き、公共交通機関や営業自動車を利用す

ることを原則とし、一定の条件を満たす場合に限って自家用車の公用

使用が認められるが、当面の取扱いが定められたので、H21に発出さ

れた通知は廃止されたということか。

Ｑ３ 当面の取扱いの「当面」とはどれくらいの期間か。 １

Ｑ４ 当面の取扱いは、部活動以外の校外活動における移動手段においても １

認められるのか。

２　当面の取扱い

Ｑ５ （３）において、「公共交通機関や営業自動車を利用することで保護 １

者の経済的負担が過大なものとなることが認められる場合」とあるが、

交通費だけでなく、年々高騰している宿泊費による保護者負担の増加

も対象となるか。

Ｑ６ （３）において、「協力団体」と保護者会等の「関係団体」の違いは ２

何か。

Ｑ７ （３）において、いわゆる競技団体は「協力団体」に該当するのか。 ２

Ｑ８ （３）において、自家用車では生徒や必要な物品を輸送しきれない場 ２

 合にレンタカーの利用を承認できることとなるが、自家用車の公用使

用をレンタカー等の利用より優先する理由は何か。

３　レンタカー等の基準

Ｑ９ （６）において、「レンタカーは、適法な事業許可を受けた事業者か ３

ら車両を借り受けること」とあるが、カーシェアリングによる車両を

利用することはできるか。

Ｑ10 （７）において、「レンタカーの契約は学校又は部活動等の団体名義 ３

  で行うこととし、教員個人が料金を負担することのないよう、」とあ

るが、顧問が手続をして立て替え払いすることはできるか。

Ｑ11 （10）において、「実際に借り受ける車両と同種の車両の運転経験」 ３

  とあるが、具体的に同種の車両とは具体的にどのようなものか。



Ｑ12 （12）において、「運転者に対し、燃料費や高速道路料金などの実費 ３

を除き、運転の対価としての金銭の支払いを行ってはならない」とあ

るが、運転の対価としての金銭とは具体的にどのようなものか。

４　レンタカー等使用承認願

Ｑ13 レンタカー等使用承認願によりレンタカー等の使用を申請する際に、 ４

 保護者から提出されたレンタカー等への同乗依頼書を添付することに

なるが、この同乗依頼書は、従来から学校で使用している保護者から

の同意書等で代用できるか。

Ｑ14 「運転経験」や「過去１年間における運転免許の取消し若しくは停止 ４

  の処分」、「交通事故を起こし、若しくは自動車の運転に関し罰金刑

に処せられている」などについて、書類等による確認が難しいが、所

属長はどのように確認すればよいのか。

Ｑ15 マイナンバーカードと運転免許証が一体化された運転免許証や電子車 ４

  検証は、どのような手順で原本を提示してもらい、確認するのか。

５　その他

Ｑ16 部活動における移動に当たり、保護者が自家用車で送迎する場合は、 ４

どのように考えたらよいか。
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１　考え方 

Ｑ１　なぜ、当面の取扱いを定めたのか。

地域における公共交通機関の利便性の低下やバスの運転手不足など、広域な北海道の

現状を鑑み、生徒の活動機会を保障するためには、部活動の移動手段の選択肢を広げる

 ことが適当と判断したことから、定めたものです。

　 

Ｑ２　平成21年に発出された通知によると、部活動で自校の生徒を引率する場合は、 

徒歩による場合を除き、公共交通機関や営業自動車を利用することを原則とし、

一定の条件を満たす場合に限って自家用車の公用使用が認められるが、当面の取

扱いが定められたので、H21に発出された通知は廃止されたということか。

H21に発出された通知を廃止するものではなく、生徒の安全確保が最優先であるとい

う前提に立ち、保護者や地域の方の御理解と御協力を得ながら、生徒の活動機会を確保

 するために、部活動の移動手段の選択肢を広げる当面の取扱いとして定めるものです。

 

Ｑ３　当面の取扱いの「当面」とはどれくらいの期間か。

道教委では、今後、国の方針や、現在取りまとめ中の「部活動における移動手段の実

態調査」の最終結果を踏まえ、さらなる対応策を検討することとしていることから、そ

 れまでの期間となります。

 

Ｑ４　当面の取扱いは、部活動以外の校外活動における移動手段においても認められ

るのか。

当面の取扱いは、あくまでも「部活動の移動手段」に係る当面の取扱いを定めたもの

 であり、部活動以外の校外活動における移動手段として示したものではありません。

 

 

２　当面の取扱い 

Ｑ５　（３）において、「公共交通機関や営業自動車を利用することで保護者の経済

的負担が過大なものとなることが認められる場合」とあるが、交通費だけでなく、

年々高騰している宿泊費による保護者負担の増加も対象となるか。
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当面の取扱いについては、「公共交通機関や営業自動車を利用すること」による「保

護者の経済的負担が過大なものとなること」が認められる場合を想定していますが、公

共交通機関の利便性や宿泊の必要性等を総合的に勘案し、保護者の経済的負担が過大な

ものとなること」が認められる場合も対象となります。 

 

Ｑ６　（３）において、「協力団体」と保護者会等の「関係団体」の違いは何か。

「協力団体」とは、地元の自治体や宿泊施設など、無償で車両の提供と合わせて目

的地までの送迎を担う団体を指します。また、「関係団体」とは、無償で車両の提供の

み担う団体を指します。 

 

Ｑ７　（３）において、いわゆる競技団体は「協力団体」に該当するのか。　

無償で車両の提供と合わせて目的地までの送迎を担う団体である場合は、「協力団体」

に該当するものと考えられますが、場合によっては「関係団体」に該当することも考

えられます。 

学校において判断が難しい場合は、学校教育局部活動改革推進課まで個別に御相談願

います。 

 

Ｑ８　（３）において、自家用車では生徒や必要な物品を輸送しきれない場合にレン

タカーの利用を承認できることとなるが、自家用車の公用使用をレンタカー等の

利用より優先する理由は何か。

自家用車の公用使用における自家用車とは、職員や職員の配偶者等の家族が所有又は

使用するものであり、かつ、職員が通常の通勤等で使用しているものを指すことから、

職員が普段運転に慣れている車両を運転するものと考えられます。 

一方、レンタカー等は、必要に応じて営業所等から借り受ける車両であるため、普段

運転に慣れている車両とまではいえず、生徒を引率する上では、自家用車の公用使用よ

りもリスクが高まることから、自家用車では生徒や必要な物品を輸送しきれない場合で、

顧問から提出された「レンタカー承認願」により「レンタカー等の利用基準」を満たす

ことが確認できる場合に、レンタカー等を利用できる取扱いとしています。 

ただし、レンタカー等の利用については、奨励するものではないことに留意する必要

があります。 
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３　レンタカー等の基準 

Ｑ９　（６）において、「レンタカーは、適法な事業許可を受けた事業者から車両を

借り受けること」とあるが、カーシェアリングによる車両を利用することはでき

るか。

カーシェアリングは、会員登録が必要となり、月額料金やカード発行手数料等の初期

費用も発生することから、カーシェアリングによる車両は利用せず、営業所等で手続を

行った上で借り受けたレンタカーの車両を利用してください。 

 

Ｑ10　（７）において、「レンタカーの契約は学校又は部活動等の団体名義で行うこ

ととし、教員個人が料金を負担することのないよう、」とあるが、顧問が手続を

して立て替え払いすることはできるか。

顧問の教員が営業所等で手続を行うことは可能ですが、「道立学校私費会計事務処理

マニュアル」など、経費を負担する会計の規程等に基づき、教員個人が料金を負担する

ことのないよう、適切に会計処理を行ってください。 

 

Ｑ11　（10）において、「実際に借り受ける車両と同種の車両の運転経験」とあるが、

具体的に同種の車両とは具体的にどのようなものか。

「同種の車両」とは、「同一の車両」や「同等のサイズの車両」を指します。 

 

Ｑ12　（12）において、「運転者に対し、燃料費や高速道路料金などの実費を除き、

運転の対価としての金銭の支払いを行ってはならない」とあるが、運転の対価

としての金銭とは具体的にどのようなものか。

白ナンバーで無許可の有償旅客運送（いわゆる「白タク」、「白バス」）は違法行為と

なりますが、「有償」とは「運送サービスの提供に対する反対給付として財物を収受す

ること」とされております。社会通念上常識的な範囲での「謝礼」は、運送の対価では

ないことから、運送の提供者が金銭の支払いを求めず、利用者から謝礼として金銭等が

 支払われたとしても、有償の運送といえず許可又は登録は不要とされています。

また、運送行為が無償で行われる場合においても、運送に必要なガソリン等の燃料費、

 道路通行料、駐車場料金等の「実費」を受け取ることは許されています。

学校において判断が難しい場合は、事前に北海道運輸局へお問い合わせください。 
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４　レンタカー等使用承認願 

Ｑ13　レンタカー等使用承認願によりレンタカー等の使用を申請する際に、保護者か

ら提出されたレンタカー等への同乗依頼書を添付することになるが、この同乗

依頼書は、従来から学校で使用している保護者からの同意書等で代用できるか。

保護者から同乗依頼書については、学校で使用している既存の様式等を使用して差し

支えありませんが、保護者から受領する書類は、あくまでも「レンタカー等への同乗依

 頼書」としてください。

 

Ｑ14　「運転経験」や「過去１年間における運転免許の取消し若しくは停止の処分」、

「交通事故を起こし、若しくは自動車の運転に関し罰金刑に処せられている」

などについて、書類等による確認が難しいが、所属長はどのように確認すれば

よいのか。

申請者（顧問）が、運転者に口頭で確認し、該当の項目にチェックされていることを

 もって確認してください。

 

Ｑ15　マイナンバーカードと運転免許証が一体化された運転免許証や電子車検証は、

どのような手順で原本を提示してもらい、確認するのか。

マイナンバーカードと運転免許証が一体化された運転免許証（いわゆるマイナ免許証）

はマイナ免許証読み取りアプリ等で、電子車検証は車検証閲覧アプリ等で、それぞれ内

容を表示した画像等により、原本と合わせて提示してもらい、確認してください。 

なお、電子車検証を「自動車検査証記録事項」で代用することは差し支えありません。 

 

 

５　その他 

Ｑ16　部活動における移動に当たり、保護者が自家用車で送迎する場合は、どのよう

に考えたらよいか。

部活動の移動手段に係る当面の取扱いは、広域な北海道における現状を鑑み、生徒の

活動機会の保障のためには、部活動の遠征等に自校の生徒を引率する場合において、移

動手段の選択肢を広げることが適当と判断し、定めたものです。 

部活動の遠征等に自校の生徒を引率する場合、当面は、本取扱いの中での運用を検討

 し、部活動における移動の安全確保に万全を期すよう、お願いします。


